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第２部 経済活性化戦略 
 
２．６つの戦略、３０のアクションプログラム 
 
（４）産業発掘戦略 

豊かな自然環境、医療・介護サービス、子育て支援、街並みや高品質な住宅な

ど国民の潜在的需要に応えることで需要創造型の生活産業を創出する。その際、

２１世紀の生活を革新する技術、新サービス、文化や娯楽などが梃子になる。 
 
（技術革新が拓く２１世紀の新たな需要） 
・ 関係本部・会議及び府省は、環境・エネルギー（省エネ総合サービスの

抜本的普及、燃料電池等の環境配慮型技術・製品の普及、リサイクルの

一層の促進等）、情報家電・ブロードバンド・ＩＴ、健康・バイオテクノ

ロジー､ナノテクノロジー・材料の 4分野の技術開発、知的財産・標準化、
市場化等を内容とする戦略を平成１４年に策定し、内閣官房がこれをと

りまとめる。 
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